
（円）

うち

重点支援交付
金充当経費

1
住民税非課税世帯等物
価高騰対応重点支援臨
時給付金

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を
行うことで、低所得の方々の生活を維持す
る。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③Ｒ５年度分の住民税非課税世帯

R6.2.1 R6.6.30 24,990,000 24,990,000
非課税世帯を対象に1世帯当たり70,000円を支給。
【給付金】24,990,000円

物価高騰の影響を受ける低所得世帯(住民税 均等
割のみ課税世帯等)に対し、令和6年8月までに支援
金を支給することで、市民生活の負担軽減を図るこ
とができた。

福祉総務課

2
令和６年度新たな給付金
及び定額減税補足給付
金

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を
行うことで、低所得の方々の生活を維持す
る。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③Ｒ６年度分の非課税世帯及び均等割のみ
課税世帯、定額減税を補足する給付の対象
者

R6.2.1 R7.1.27 490,032,466 490,032,466

（新たな給付金）
非課税世帯及び均等割のみ課税世帯に1世帯当たり
100,000円、こども加算として1人当たり50,000円を支給。
【給付金】136,790,000円
【事務費】3,286,517円

（定額減税）
定額減税しきれないと見込まれる方へ定額減税補足給付
金を支給した。
【給付金】334,350,000円
【事務費】15,605,949円

（新たな給付金）
物価高騰の影響を受ける低所得世帯(非課税世帯
及び住民税均等割のみ課税世帯等)に対し、令和6
年11月までに支援金を支給することで、市民生活の
負担軽減を図ることができた。

（定額減税）
定額減税補足給付金を対象者に支給することで、
物価高騰による経済的な負担を軽減することがで
きた。

福祉総務課
税務課

3
令和６年度石垣市定額
減税補足給付金（調整給
付）支給事務

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を
行うため、迅速かつ効率的な給付が可能とな
るような給付支援サービスを導入する。
②デジタル庁が構築する給付支援サービス
の導入・初期費用
③給付対象者、地方公共団体

R6.7.1 R6.11.30 2,956,800 2,956,800
定額減税補足給付金を支給するにあたり、給付支援サー
ビスを活用し、速やかな支給を実施する。
【サービス費】2,956,800円

定額減税補足給付金を対象者に支給することで、
物価高騰による経済的な負担を軽減することがで
きた。

税務課

11 石垣市給食費臨時助成

①物価高騰による子育て世帯の負担軽減を
図る。教職員の給食費は対象外とする。
②児童生徒の保護者負担額を支援する。
③市立小中学校の児童生徒
   市内私立小学校１校の児童
   八重山特別支援学校の児童生徒

R6.10.18 R7.3.31 59,438,000 59,372,000

児童・生徒の給食費を無償化し、保護者負担額を軽減す
る。
【助成金】
小学生2,454人：34,685,489円
中学生1,305人：19,834,917円
【事務費】4,917,000円

児童・生徒に対して給食費の無償化をすることで、
物価高騰の影響を受けている保護者負担の軽減を
図ることができた。

教育総務課

13 電力価格高騰対策事業

①石垣市の第3セクターである八重山食肉セ
ンターの生産機械等等稼働に伴う電気料金
に対し、物価高騰の影響を軽減するため、前
年度から増加した1Kwhの単価額の平均価格
の50％を上限に支援を行い経営安定を図る。
②令和5年から令和6年の増額を補助する。
③　㈱八重山食肉センター

R7.2.28 R7.3.4 303,975 303,975
電気料金の高騰分を支援するため補助金を交付。
【補助金】303,975円

物価高騰により値上がりした電気料金に対して、値
上がり分の補助をおこなった結果、八重山食肉セン
ターの経営安定に寄与できたものと評価する。

畜産課

Ｎｏ 事業名

事業概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③事業の対象（交付対象者、交付施設等）

事業開始
年月日

事業完了
年月日

総事業費
所管

令和６年度石垣市物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金効果検証シート

効果検証事業の実施状況
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Ｎｏ 事業名

事業概要
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事業開始
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総事業費
所管効果検証事業の実施状況

17
保育所等食材料費負担
軽減事業

①物価高騰による食材料費に係る保護者負
担を軽減し、保育施設での栄養バランスや量
を保った給食等を提供する。
②食材料費の物価上昇分の補助金
1施設当たり：（補助基準額）補助単価×児童
数×給食提供日数
　・私立認可保育施設　補助単価44円
　・認可外保育施設 　　補助単価44円
③私立認可保育施設、認可外保育施設

R6.12.16 R6.12.27 12,882,000 6,329,000

教育・保育施設等37施設に対して、6,329,000円の補助金
を交付。
　・私立認可保育施設　33施設　6,210,000円
　・認可外保育施設　　　 4施設　　119,000円

物価高騰分の補助により教育・保育施設等ではこ
れまでと同様の質・量を保った給食等の提供が実
施され、保護者の費用負担軽減につながった。

子育て支援課

19
電力価格高騰対策事業
（R5補正分）

①石垣市の第3セクターである八重山食肉セ
ンターの生産機械等等稼働に伴う電気料金
に対し、物価高騰の影響を軽減するため、前
年度から増加した1Kwhの単価額の平均価格
の50％を上限に支援を行い経営安定を図る。
②令和5年から令和6年の増額を補助する。
③　㈱八重山食肉センター

R7.2.28 R7.3.4 628,000 628,000
電気料金の高騰分を支援するため補助金を交付。
【補助金】628,000円

物価高騰により値上がりした電気料金に対して、値
上がり分の補助をおこなった結果、八重山食肉セン
ターの経営安定に寄与できたものと評価する。

畜産課

591,231,241 584,612,241合計
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